
 取組概要

NPO法人住環境デザイン協会

令和5年度住宅ストック維持・向上促進事業
（住宅ストックの相談体制整備事業）



〇相談体制強化のための人材育成と横連携フロー図

取組概要 NPO法人住環境デザイン協会

●事業の概要

●相談体制の概要

＜実施背景＞

地方公共団体の相談窓口と、地域に根差した専門家（士業者）や民間企業の横連携が出
来ておらず、ワンストップ対応が出来ていない。また相談窓口の空き家に関わる研修機会が不足
している

＜実施目的＞
地方公共団体の相談体制のための地域横連携および人材育成の強化
＜具体的な取組内容＞
・11/7  （火）空き家コンサルタント養成講習会
・10/20（金）安芸高田市空き家対策研修会（地元専門家・民間企業対象）
・11/18（土）安芸高田市空き家対策セミナー・相談会（安芸高田市民対象）
・11/25（土）広島市空き家対策セミナー（広島市民対象）
・1/23  （火）三原市空き家オンライン相談会（三原市空き家所有者で市外居住者)
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●対象地域

広島県安芸高田市・広島市・三原市
岡山県

●連携している地方公共団体等

広島県土木建築局住宅課
安芸高田市建設部管理課
広島市都市整備局住宅政策課
三原市都市部建築課

＜相談体制の特徴＞
・1組の相談者に対し複数の専門家が同時に対応し、
ワンストップ相談・解決を図る

・自治体と連携したセミナー相談会の開催後の相談対応は
横連携した地元専門家に依頼する

＜強み＞
・空き家コンサルタント養成講習会は5回目の開催を迎え、
多くの修了者を輩出し、空き家相談窓口業務に役立つ研修会
として位置づけられている

※累計修了者数はP6に記述



事業の概要

1. 事業の目的

本事業の目的は、地方公共団体と地元専門家や民間企業の横連携と人材育成の強化である。

空き家相談は内容が複雑であり、一分野の専門家だけでは対応しきれないことが多い。また
、各市町には相談窓口はあるが、時間的な制約や具体的内容の提案に限界がある。そして先
にも述べたように、専門的知識を習得するための職員研修は皆無であり、地域専門家との直
接的なつながりも弱い。この窓口職員を対象として、当協会が培ってきたノウハウを活用し
、空き家に係る講習会を通して人材を育成する。またセミナー相談会や研修会を開催し、地
域の横連携を促し相談体制を整備する。

2. 事業内容

◆目的：空き家相談窓口に係る人材の育成（研修）

【取組1】11/7（火）第5回空き家コンサルタント養成講習会

▪主催 NPO法人住環境デザイン協会

▪協力 広島県土木建築局住宅課 岡山県都市局建築指導課

▪対象者 日常的に空き家相談に携わっている方

・行政関係職員および士業（弁護士、司法書士、税理士、宅建士、建築士等）

  ・金融・保険・住宅・不動産業界従事者

  ・団体等、空き家問題に取組む方

▪開催形式：オンラインウェビナー 

▪定員70名

※教本（P152 B5版）無料配布 全課程履修者に修了証授与
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事業の概要

2. 事業内容

◆目的：地方公共団体と地元専門家や民間企業の横連携強化と人材育成

【取組2】10/20（金）安芸高田市空き家対策研修会

▪主催：安芸高田市建設部管理課
▪対象者：行政職員および地元専門家や民間企業、団体等空き家問題に取組む方
▪開催形式：オンラインZOOM
▪定員100名

◆目的：地方公共団体と地元専門家の横連携強化

【取組3】11/18（土）安芸高田市空き家対策セミナー・相談会
▪主催：安芸高田市建設部管理課
▪対象者：安芸高田市民（空き家所有者及び空き家予備軍）
▪開催形式：会場＋オンラインウェビナー
▪定員：セミナー会場50名・オンライン100名 相談会4組
※相談会は、地元専門家（司法書士2名、宅建士1名）が対応

【取組4】11/25（土）広島市空き家対策セミナー
▪主催：広島市都市整備局住宅政策課

住宅金融支援機構中国支店
▪対象者：広島市民（空き家所有者及び空き家予備軍）
▪開催形式：会場・オンライン 定員各40名

※内容：第1部「相続について今やるべきこと」司法書士 第2部「ご自身の終活について考える」広島銀行

  第3部「60歳からの住宅ローン」住宅金融支援機構 第4部「空き家に使える補助制度など」広島市



事業の概要

2. 事業内容

◆目的：相談体制の強化（遠隔地居住者の相談対応）

【取組5】1/23（火）「どうする故郷の空き家」オンライン相談会
▪主催：三原市都市部建築課
▪対象者：三原市に空き家を所有する同市外居住者
▪開催形式：オンラインZOOM
▪定員：6組（1組1時間）

※1組の相談者に対し、4名の専門家（司法書士、税理士、宅建士、建築士）が同時対応し
  ワンストップ相談を図り、短期間の解決に導く

【各取り組みの案内チラシ一覧】

取組1 空き家コンサルタント
養成講習会

取組2 安芸高田市
空き家対策研修会

取組3 安芸高田市
空き家対策セミナー相談会

取組4 広島市
 空き家対策セミナー  

取組5 三原市
空き家相談会  
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相談体制の概要
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相談体制を強化するためには、
まず、相談窓口の人材育成が不可欠！

そして地元専門家や民間企業と横連携した
ワンストップ対応の相談体制を構築する



今年度の事業成果について

1.今年度の成果

【取組1】11/7（火）第5回空き家コンサルタント養成講習会

<目的>空き家相談窓口に係る人材の育成（研修）

<成果>受講者（修了者）44名

<受講生内訳>

  

※広島県土木建築局住宅課職員が“概論”の講師を担う（県との強い連携体制）

 ※OBSソフトを使用したZOOMウェビナー形式で開催（受講者の見やすさ）

◆累計修了者数256名で空き家相談窓口の研修の場として継続実施
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講習会風景 ウェビナー（OBSソフト）
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今年度の事業成果について

1.今年度の成果

【取組2】10/20（金）安芸高田市空き家対策研修会

＜目的＞地方公共団体と地元専門家や民間企業の横連携強化と人材育成
＜成果＞参加者24名

※地元および地元専門家や民間企業が参加（個人参加も有り）

※講師は一級建築士が務め、建築士が考える空き家問題と対策について説明。また、空き家（建物）を解体
 した場合に固定資産税が下がる場合もあることを、事例を示して説明(安芸高田市の事例で説明）

※安芸高田市建設部担当課長が、市の空き家対策取組について説明

   ◆市が初の取組である本研修会開催により、市の空き家に対する取組が周知された。
これにより市と地元専門家や民間企業の理解が深まり地域横連携のきっかけとなる。

（ZOOM研修会）
安芸高田市担当課長による市の取組説明

（ZOOM研修会）
講師による解体と固定資産税について説明
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今年度の事業成果について

1.今年度の成果

【取組3】11/18（土）安芸高田市空き家対策セミナー・相談会

＜目的＞地方公共団体と地元専門家の横連携強化
＜成果＞参加者 セミナー：19名（会場13名 オンライン6名）相談会：3組※セミナーも参加

※セミナーは講師2名が担う。うち1名は地元司法書士で「相続登記の義務化」について説明

※相談会は、地元司法書士2名・宅建士1名が対応。1組の相談者に司法書士と宅建士が同時対応し、
ワンストップ相談解決を図った。相談内容は3組とも相続に係る相談

◆安芸高田市と地元専門家を連携させることが出来た。地元専門家は開催後も相談窓口となる。

（セミナー）
安芸高田市担当課長による市の取組説明

（相談会）
1組の相談者に対し司法書士・宅建士が対応
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今年度の事業成果について

1.今年度の成果

【取組4】11/25（土）広島市空き家対策セミナー

＜目的＞地方公共団体と地元専門家や民間企業の横連携強化
＜成果＞セミナー参加者43名（会場31名 オンライン12名）

※当協会と広島市、住宅金融支援機構や地元金融機関（広島銀行）の官民連携した催事

※広島市の空き家対策のために、各団体・企業が専門分野の知識を活かし参加者に周知した

◆広島市と連携した各団体（当協会・住宅金融支援機構・広島銀行）が空き家対策をテーマに
参加者に説明。相続登記の義務化～相続対策～空き家に係わる金融商品や市の補助金制度など、
一連した内容で参加者は“分かりやすい”と高評価であった。

（セミナー）広島市担当官による市の補助制度説明（セミナー）地元司法書士による講義



10

今年度の事業成果について

1.今年度の成果

【取組5】1/23（火）三原市「どうする故郷の空き家」オンライン相談会

＜目的＞相談体制の強化（遠隔地居住者の相談対応）
＜成果＞相談者（ 6）組予定 ※定員6組 成果報告会後に開催

※三原市が固定資産税課の情報を活用し三原市内空き家所有者で遠隔地居住者に開催案内

※参加者が望む「安心・信頼・気軽・短期間解決」の相談会の実施

◆三原市主催の“安心”相談会。オンラインZOOM形式で 遠隔地でも“気軽”に参加が出来る。
また、4名の専門家（司法書士、税理士、宅建士、建築士）の“信頼”と、1組の相談者に対して、
4名の専門家が同時対応 し“短期間解決”に導く。

2. 相談の具体的解決事案例

各分野の専門家が、1組の相談者に同時に対応した案件はあるが、いずれも一朝一夕で解決する内容は無く、現時点で報告できる案件はない。

【催事別参加者数】
催事名

セミナー・研修会
（会場）

セミナー研修会
（オンライン）

相談会 合計

①11/7空き家コンサルタント養成講習会 44 44

②10/20安芸高田市空き家対策研修会 24 24

③11/18安芸高田市セミナー相談会 10 6 ※3 19

④11/25広島市空き家対策セミナー 31 12 43

⑤1/23三原市オンライン相談会 6 6

⑥日常的相談対応（催事開催前後の相談対応） 4 4

合計 41 86 13 140

（③相談会の※3名はセミナーも参加 ⑤は予定 ⑥は継続対応中）



事業の継続性について
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1.相談業務の継続（補助期間終了後）

協会が運営する「広島住まいの情報相談センター」は、自身のHPや広島市公式HPに掲載されており、通年で
住まいに係る相談対応を行っている。

今年度は、三原市HPにも掲載され、自治体と連携した相談体制は、その範囲を広げつつある。

◆日常相談窓口「広島住まいの情報相談センター」運営を継続するために

◎相談業務の継続費用（相談対応料）の調達

＜手段＞
①空き家コンサルタント資格認定講座開設

・令和3年4月より同講座を開設
・対象者は民間企業や一般消費者
・資格者数は累計130名
・資格認定料5,000円を同相談センター運営のため充当

※空き家コンサルタント養成講習会は自治体相談窓口等の研修として国土交通省補助事業を活用し引き続き実施

②広島県空き家活用推進チーム

・令和3年3月広島県と「空き家活用に取り組む市町等への実践的アドバイス等に関する協定書」締結
・23市町や団体（自治会、商工会等）と連携し、地域住民等に実践的アドバイスや相談対応等を実施
※相談対応は主に「広島住まいの情報相談センター」相談員が実施

・広島県や派遣先市町より謝金が支払われ、それは派遣した専門家の対応料に充てる

広島市HP：その他の相談窓口https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/jyuutaku/6324.html

三原市HP：空き家に関する専門団体等の相談窓口https://www.city.mihara.hiroshima.jp/soshiki/54/153720.html

https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/jyuutaku/6324.html
https://www.city.mihara.hiroshima.jp/soshiki/54/153720.html


事業の課題について

業務の課題について
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（課題）・相談者が望む「気軽・安心・信頼・短期間解決」相談窓口がない
・オンライン相談でZOOM操作が出来ない方の対応

（解決策）令和4年12月2日「住まいや空き家のことオンライン相談会」実施

①広島市住宅政策課と連携した取組→後援：広島市とチラシ記載
②1組の相談者に対し、4名の専門家が同時対応

（評価）①について↘主催が自治体でないと相談者の安心につながらない
②について↗相談者は「分かりやすい」「いろんなことが聞ける」と高評価

↘地元を把握している宅建士が対応することが、より望ましい

令和5年度取組 三原市主催「どうする故郷の空き家」オンライン相談会

（対象者）三原市に空き家を所有する遠隔地（三原市外）居住者
（相談対応）1組の相談者に対し、4名の専門家（司法書士・税理士・建築士・宅建士）が同時対応・・・前年同様

（昨年の課題解決に向けた施策）

①相談者が望む「気軽・安心・信頼・短期間解決」相談窓口＝三原市建築課が窓口

※三原市HPに協会が運営する「広島住まいの情報相談センター」掲載～案内

②三原市が主催し、申込も同市が受付ける＝相談者の安心感

※相談内容については当協会が詳細確認

③ZOOM操作ができない方の拠点として、当協会事務所を活用（広島市居住者限定）

※昨年同様に、要望者にはZOOM事前練習も実施する

④三原を熟知した宅建士に相談員として依頼
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